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は じ め に








たネ ット・ベ ンチャーがBMPを 攻撃的に利用するのに伴い,競 合企業 との間
に激 しい係争が次々もち上がる状況となったが,代 表的な係争2事 例(逆 オー





























るアイデアに対 して与えられるのがBMPな のであるが,そ のアイデアにして
も逆オークションや ワン ・クリックのように 「コロンブスの卵」的な単純なも
の,端的にはインターネット出現の前から存在するビジネス方法にいくらか乎
直 しを施 した程度の もので しかないZ)。となると,実世界では公知のビジネス
1)"leickJames『レらPaten倉lyAbs1】rd』一丁ゐ8N働 拘r々%硲M`ε8召2融M孜rchl2・200α
2)岸 宣 仁 「特 許 封 鎖 』 中央 公 論新 社,200{)年,76ペー ジ。
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方法が単にサイバースペースに移植されただけで特許化す ることにす らなりか
ねない。この点に関して,も しそうならそれは新規性 ・非 自明性の特許要件を
無視したずさんな特許認定だ,し かも実際にその傾向がはっきり認められる,
とする非難が数多く聞かれた3,。
アイデア重視のBMPは,個 別の ソフ トウェアやハー ドウェアなどシステム
の構成要素によって規定されはしないので,本 質的に汎用性が高く,権利保護
の範囲もおのず と広 くなる。 したがって,あ るビジネス方法が特定企業の特許
とされると,他の誰 もが ライセンスを受けない限 り同様の手法を用いたビジネ




ン特許」の現代版になるのでは.と の懸念の広が りにつなが った4)、特許権者
が不当に優位に立つ可能性に関わっては,その優位性の長期化 と強化に寄与す
るロック ・イン効果やネ ットワーク効果への留意を促す論者 も少なくなかった。
BMPには,開発 コス トが相対的に低いために,技術的な工夫に対する従来
型の特許よりも出願 しやすい特徴がある。その条件下で,BMPの 恩恵に浴 し
たいと願うベンチャー企業や個人が続出 し,他方でその脅威への対抗を主眼 と
した大企業の防衛出願 も盛んになった結果が,爆 発的な出願ブームの到来で
あった。しか し,出願の殺到に対処する特許審査の体制が前 もって整 っていた
わけではなか')た。USPTOの審査官が申請された案件の新規性や非 自明性を
判断するに当たっては,ビ ジネス関連発明の先行事例データ ・公知資料が どう
しても必要になる、,だが,も ともとビジネスの仕方は必ず文献に載せて発表さ
れるような性質のものではなく,そのせいもあって当該データ類はおよそ未整
備 なのが実情であった。だ とすれば,引 用文献のサーチがかなわず拒絶査定
3)Le瀬g,Lawrence,`鞠Paten重P70biemヌ."Thε1〃譲∬疏yδ'【～ノ'4`～ノ4Jalluary21,2000.





不備による質の低さを指弾する議論 もあった5)。そこでは,低 質の特許ない し
理疵のある特許は,ク レーム(特許請求範囲)の 重複,不 適切に広いクレーム,
自明な発明への特許付与 といった問題を内包してお り,係争の頻発 と訴訟費用



























で も特許になりうるBMPの 場合には,そ の制度趣旨にぴった りこない。内容
公開の交換条件に独占の容認 をとされているが,ビ ジネス方法は公開の場で実









し,BMPに ついて も基調は同 じだ とみて よい。 とは言いなが ら,日 本が










くるか らであるゆ。 したがって,先 に列記 したアメ リカのBMPに 対す る疑念
9)稲 生 秀 俊 「ビ ジ ネ ス モ デ ル特 許 と特 許 要 件 」 『パ テ ン ト』2002年11月号。 松 本 直 樹 「ビ ジ ネス




































12〉(財)知 的 財 産 研 究 所 編 『米 国 に お け る1fジ ネ ス 方 法 特 許 の 研 究 』 雄 松 堂 出 版,2001年,
152-153ペー ジ 、,





















2実 現 しな か った バ ー マ ン ・バ ウチ ャー 法
USPTOの 努 力 は,BMPの 質 を 高 め る 正 し い 道 に 向 け ら れ て い る 。 だ が,
係 争 の 種 に な っ た よ う な 怪 しげ な 特 許 が 突 然 生 ま れ る 事 態 を 防 ぐ に は,そ れ だ
14)USPTO,パひ『PTOWh漉Rψ1了r'。4漉o'澱徽ノ丑π朋ビ'4'oノ・酵`〃置4μθπθ"Dご緬～1うη`855'〃£
A4ぞ訪α!(β～'5'ηε55ルf8!ho`プ),Ju畳y2000.ChapterIV.V,
15)特許庁 「…極特 許庁 専 門家 会合(2000年6月14日一16日フ 結果概 要」。qlttp://www.jpo,go.
jp/tQrikUmi/in〔lex.htm)
16)デヴィ ッド ・ベ ンダー 「ビジネス方法特許 に関す る賛否両 論」 『月刊国際法務戦 略」2001年5
月号昌
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けで は十分ではない。先行技術 のデ ータベー スを整え ることに加 えて,特 許 の
認定 プロセスを手直 しす る必要があ り,そ のために新立 法を急が なけれ ばなら
ない、,一 この認 識 に立 って,2000年10月に,民 主 党 のバー マ ン(H・WHrd
Beman〉,バウチ ャー(RickBoucher)両下院議 員が 「2000年ビジネス方法特
許改善法」案(H,R.5364)を米国議会 に提 出 した17}。
提 起 され た主 要施 策を並べて お く、① 現 行制度で は出願 人が 出願 前 に先行
技術 を調査す る義務 はないが,法 案 は出願人 に先行技術 調査 をおこなった範 囲
の開示 を求める もの と した。② ビジネス方法発明 につ いては出願18ヵ月後 に
発明内容 を公 開す るもの とした。進展 スピー ドが速 い電子商取 引や金融 商品な
どの事業 分野 に関連 してい るだ けに,現 代 版サ ブマ リン特 許の性格 を帯 びる危
険性 を慮 っての こ とであ る181,、③ 異議 申立て(特 許付 与か ら9ヵ 月以内 に)
の手続 きを設 けて,一 般市民が訴訟 に訴 えな くて も成立 した特 許に異議 を表 明
す る機会 を得 られ るように した。④ 再審査,イ ンター フェアランス.異 議 申
立て等 において,特 計無効等 を提起 した当事者 に課される挙 証責 任を軽減す る
ことに した、
バ ーマ ン ・バ ウチ ャー法案 は2001年4月に幾 らか修正の うえ議 会に再提 出さ
れたが.BMPに 対 してだ け他 の特許 とは異 な る扱 いをす る点で,同 法案 に対
してはUSPTOや 米国知的財産権法協 会(AIPLA)を 巾心 に,当 初か ら風 当
た りが強 か った。つ いでに付言 すれば,AIPLAは2000年10月に公表 した白書
「ビジネス方法 を特許す る」で,ソ フ トウェア関連発明や ビジネス関連発 明に
特許性 を認 め ようとしない オープン ・ソー ス運動の議論や,BMPの 権利期 間
短縮 を求 める見解 に真 っ向か ら対峙 して,ビ ジネス関連発明 もやは り他 の発 明








る と,反 対 派 もこぞ って重視 していた先行技術 デー タベースの拡 充努力は別 と







置を用意 したものの,2000年春 にUSPTOがアクション・プランを打ち出 し
て以降は,審査の リソースとなる先行技術データベースの拡充や専門知識を有
す る審査官の確保によって審査の質 ・BMpの質を高めることに焦点が絞られ
るようになった,と 考 えて大過ない。バーマン ・バウチャー法案のよ うに

























の改善を重視 しようというUSPTOのスタンスをよ り明確に示 したのが,1
2003年2月発表の 「21世紀戦略計画」である。同計画は.処理能力の危機を打
開するために,USPTOを「市場応動型の知的財産権制度を支える,品質重視
で.生 産性が高 く,反1、さの敏感な組織」に改変する必要を強調 し,品質保証活
動の強化。特許部門への電子政府の導入等の具体的施策を提起 した。印象的な
ことに,過去数年にわたってUSPT(二)の政策文書中に氾濫 していた ビジネス










22)USPT〔),丁 加215'Cθ 漉 ρ:yS～,η'8g'`PZ`～π,February3、2(》(}3.
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提その ものが怪 しく.特許の範囲が広すぎるとか先行技術をほとんど引用 して
いないとかは実態と異なった単なる仮説で しかない,と いった主張 さえ現れた。
それによれば.質 が低 く,ソフ トウェア産業と経済全体にとってむしろ有害で,
特許審査に主観性を持ち込み,訴 訟を増やす とのBMPに 関する悪評は,逸話
的な証拠一 全体を代表するわけではない少数の問題特許の検討から引き出さ












本来の趣旨か らの逸脱を理由にBMPの 廃止や権利期間短縮を訴える議論 も
あった,と 述べた。その場では巾身には立ち入らずに素通 りしたが,今 ここで
幾らか時をさかのぼって,そ うした主張に耳を傾けてみる必要がある。
23)Hunter、StarlillgD.,"HaveBusinessMethりdPaleuしsGoし しen置BumRap～.;『 ハf1T8'oα"
5`h・ひ'6ゾル1`4〃岬 〃'剛1鞠 痴"81セ ψθ・、No.4326-03.Juiy2003.
24)(財)知 的 財 産 研 究 所 編 、 前 掲 書,61-62ペ ー ジ 。
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IV未 決 の 問題 点
1ビ ジネス方法特許不要論 ・権利制限論が提起 したもの
現代のビジネス方法特許はソフ トウェア特許の延長線上に位置するもので,
圧倒的部分がソフトウェア とビジネスの手法を結合したインターネ ット特計だ
と言える。ところが.ソ フトウェア特許に対 しては,抽 象的理論一般が研究成









ア開発方式の有効性を,実践の成果(た とえばリナ ックス)を通 して立証 しよ
うと努めて きだ1き1。その視座からすれば,ご く自然に,HTTpやTCPIIPが
公共財とされ,ま た相互模倣が許されたからこそインターネットの爆発的な普
及 も可能になった,と認識するようになる。ゆえに,彼 らは,電 予商取引の自
由競争を制限 しインターネット市場の成長力を弱める要因になるからとの理由
を掲げて,ソ フ トウェア特許 と同じくBMPに 対 しても否定的な態度をとると
ころとなった2%










た論者たちからの指摘 も含めて,ア イデアの保護を主眼とするBMPの 存在自
体に対 して投げかけられた批判の内容を要約 してお く。
ビジネス方法のような抽象的アイデアは,ア ルゴリズムと同 じく特許制度に
なじまない ものであ り,公共財として誰 もが自由に利用できるようにしてお く
方が,産 業発展の見地からみて望ましい。仮にビジネス方法の開発促進のため
に法的保護が必要だとしても.従来の トレー ド・シークレット法による保護で
事足 りる.ビ ジネス関連発明が,公 開を新技術の動機付けに役,ウ1てようとする
特許制度の本旨に合致 しない性質を有している点 も,考慮に入れるべきだ。に
もかかわらず,イ ンターネット産業の諸領域で,ト レー ド・シークレット保護

















特計一般(出 願 日から20年間)よ り短縮 して しかるべきだ,と する主張も存在












先 にも引 き合 いに出 したが,米 国知 的財産権法協会(AIPLA)の白書
(2000年10月)は.米国政界やUSPTOにそうした政策スタンスをとるように
要請 した ものであった。白書はこう書いている:豊D)。一 オープン ・ソース運動
は,ボ ランテ ィア意識の高いプログラマーとエンジニアとでは技術開発の動機
に違いがあると力説する。だが,プ ログラマーの少な くとも相当部分は,ボ ラ
ンティアとして得られる評判や名声よりも,エ ンジニアと同じように特許のイ
ンセンティブによって開発意欲を鼓舞されるのが現実だ。となると,プ ログラ










情報の充実や審査官の質の改善に引 き続 き努めることであ る。なお,ベ ン
チ ャー企業がBMPや ソフ トウェア特許の取得から受ける利益も見過ごせない。
これ も繰 り返 しになるが,審 査の質的向上が顕著になった2002年頃には,







今後BMPを めぐる 「より本質的な問題」が 「過渡的な問題」 という爽雑物の
ない 「より純粋な姿」で舞台に再登場する可能性を思わずにはいられなくなる
とい うものであろう。












と技術的部分を明確に区別せずに全体 として非自明性(進 歩性)を 判断するよ
うになっているのは,法定の特許要件の柔軟すぎる運用を意味するとした上で,
抽象的アイデアに対 しては特許を付与すべ きでない,特 許に値するのはソフ ト
ウェア部分に相当の(通常の進赤のスピー ドを超える)技術的な進歩が認めら
れるケースだけだ,と 述べているお、。 ドレフユス(RochelleC.Dreyfuss)教











組み(容 的機関による実施権の取得 とそれの一般への開放.等)の 整備を検討
することも必要である」 と提言しているが,お そらくその論理的枠組みでは汎
用性の高いビジネス関連発明も同 じ扱いになるのであろう3%
これらの意見ならびにバーマン ・バウチャー法案,過 去のBMP不 要論や権
利制限論に学ぶべ きを学びながら,発明の貢献度に応 じた,そ して科学と産業
の発展に資する権利保護制度 ・運用のあ り方を構想 しなければならない とい う
33)稲 生,前 掲 論 文 、
34)Dreyfuss.・μ".
35)公 正 取 引 委 貝 会 『新 た な分 野 に お け る特 許 と競 争 政 策 に 関 す る 班 究 会 報 告 書 』2002年6月,
47-48ペー ジ」(h"p://www.jhc.go.jp/pre8sreiease/02.june/020606.pdf)
36)「特 許 経 済 モ デ ル(特 許 経 済 学)に 関 す る調 査 研 究 」 『知 財研 紀 要』2000年、
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ことにな る、)その場合 に,サ イバ ースペ ースの世界性に対応 した国際 的ハーモ
ナ イゼー シ ョンの推進戦略 もまた不可欠であ るのは,わ ざわざ書 き添えるまで
もない、,
も う一点。BMP擁 護 派 は,AIPLA白 書が そ うで あ る よ うに,新 興 ベ ン
チ ャー企業が大企業 と互角 に競争で きるようにするための格好 の手段 だ として
BMPを 賛美す るのが常 であ る。新興企業が独 自の ビジネス手法 を用いて イ ン
ター ネ ッ ト・ビジネスに乗 り出 して も,資 金 力 に勝 る大企業 が莫大 なマー ケ
テ ィング費用 を投入 しつつ同様 の方法 を用いて迅速 に ビジネスを展開す るよ う
な ら,と て も勝 ち目はない、大企業の模 倣を阻み,さ らにベ ンチ ャー ・キャ ピ
タルや株式市場か らの資金調達を容 易にす るために有効 なのが ビジネス方法特
許 の取得であ り,そ の ことがベ ンチ ャー企業 の新規参 入と競争の活発化 につ な




あ りうるとい うことを,誰 の目にも明 らかにした。さらに指摘すれば,ベ ン
チャー企業が特許取得を戦略的 ッー,レとみなす際に,大 企業相手の提携や












38)(財M」本情報処理開発協会 ・先端 技術研究所 『わが国が行 う情報処理研 究開発 のあ り方に関す
る調登研究(そ の5)』2001年3月.56ページ.
